別紙様式第１号







番　 　　　　　　　号

年 　　　月　　　　日
  事業承認者
　　殿







事業実施主体名　　　　　　 







代表者名


印

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画の承認（変更）申請について
農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（１）のアの規定に基づき、関係書類を添えて提出します。





別紙様式第２号
開始年度：平成30年度

農山漁村振興推進計画
（農泊推進事業、人材活用事業及び施設整備事業）

地域・事業実施主体等の概要
	・地域の概要
・事業実施主体構成員数　〇〇名
　うち宿泊関係者数　〇〇名
　うち飲食関係者数　〇〇名
　うち体験プログラム提供者数　〇〇名
・売上高等
　平成29年度実績

　　売上高：〇〇〇万円
　平成31年度（目標年度）

　　目標売上高：〇〇〇万円


取り組みのポイント（10行以内）

	


注１　事業実施主体の売上高を記入すること。

注２　目標年度は、平成31年度とする。

注３　事業実施計画の「４．収支見通し」と整合性をとること。

１．事業実施主体等

１－１．農泊推進事業、人材活用事業
	事業実施主体（団体名）名
	

	組織形態
	

	取組地域の所在する都道府県・市町村
	

	代表者氏名
	

	事業実施主体の所在地及び連絡先
	

	事務局（団体名）
	

	事務局の所在地及び連絡先
	


１－２．施設整備事業
	事業実施主体（団体名）名
	

	組織形態
	

	取組地域の所在する都道府県・市町村
	

	代表者氏名
	

	事業実施主体の所在地及び連絡先
	


２．事業実施主体構成員

	事業実施主体構成員（団体又は個人）の名称 [法人形態]
	中核法人
	事業実施主体内における役割
	所在地
（市町村等）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注１　地域協議会構成員については、宿泊、食事及び体験プログラムを提供する者を含むこと。
注２　「地域協議会における役割」欄には、「体験プログラム（〇〇〇）を提供」「飲食店（〇〇〇）に食材供給」「宿泊（定員：〇名）」等具体的に記載すること。

注３　事業実施計画の「４．収支見通し」の備考欄と整合性をとること。
３．事業実施主体体制図

	※　宿泊・食事・体験メニューの提供といった機能をどの者が担っているか又は担うことが見込まれるのか、図等を用いて分かりやすく記載すること。

[image: image1.emf]（例）

中核団体 一般社団法人A

プロモーション担当 NPO○○○

株式会社○○ 　A農家

　B農家

インバウンド旅行企画販売 　C農家

株式会社○× レストランA

レストランB

農家レストランA

株式会社A

　A農家

　B農家

株式会社B

地域協議会

宿泊受入

食事

体験メニュー




注１　事業実施体制図に関しては、「２．事業実施主体構成員」における役割分担を踏まえつつ、代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、経理担当者及び代表者が不在となった場合の地位継承者等を必ず明示すること。

注２　代表者、運営責任者（プロジェクトマネージャー）、経理担当者及び代表者が不在となった場合の地位継承者については、経歴や実績（ただし、観光や地域振興に関係した分野に限定）を添付すること。

４．地区の現状・課題

	※　これまでの取組状況（宿泊者数、訪問者数、イベント、参加した展示会等）について、数値等データを元にして具体的に記載すること。

※　これまでの取組等を通じて明らかになった課題について具体的に記載すること。




５．課題に対する対応
	※　「４．地区の現状・課題」で挙げられた課題に対し、どのように対応していくのか、目指す将来像を明らかにしつつ、課題のどの部分に対して本事業を活用するのか明記すること。

※　本事業終了後、持続的な取組とするための工夫等について記載すること。


６．目標

	（１）目標
目標項目
29年度実績

目標年（平成●年度）

売上高（万円）

宿泊者数（人）
目標設定の考え方

（２）評価指標
評価指標項目
29年度実績

目標年（平成●年度）

評価指標設定の考え方

・
・
・
・
・
・



注１　宿泊者数は、事業実施主体構成員の延べ人泊数の単純合計とする。

注２　目標年度は、農泊推進対策のみを実施する場合は事業完了年度、施設整備事業を実施する場合は事業開始から起算して３年目とする。目標売上高は、事業実施主体構成員の目標売上高の単純合計（万円単位）とする。目標宿泊者数は、事業実施主体構成員の目標延べ人泊数の単純合計とする。

注３　「目標設定の考え方」については、客観的な数値（例：県の観光計画、近年の旅行者数の伸び、インバウンド需要の伸び（ＬＣＣ就航、クルーズ船入港計画等）、観光インフラ整備状況）を基礎として記載することとする。また、参考となる資料は別添として添付することとする。

注４　評価指標については、飲食店の来店者数、直売所の来場者数、体験プログラム数等、指標項目を複数選ぶこととする。なお、これに地域独自の指標項目を追加作成することができる。
注５　「目標設定の考え方」及び「評価指標設定の考え方」には、目標年度までの途中年度の目標を記載すること。
別紙様式第３号
事業実施計画
（農泊推進事業、人材活用事業及び施設整備事業）

１．事業実施内容

	※　振興推進計画の「５．課題に対する対応」を踏まえつつ、本事業で取り組む内容を記載すること。

【農泊推進事業】
※　宿泊部門、飲食部門、体験プログラム部門の別を問わず、客単価及び客数の向上に向けた具体的な取組を記載すること。

【人材活用事業】

【施設整備事業】
※　改修する施設、改修内容、農泊推進事業との連携等を具体的に記載すること。


２．事業計画とその経費の内訳（※　積算資料を添付して下さい。）

取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	取組内容
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	備考

	１．農泊推進事業


	①＝②＋③＋④
	②

	③

	④

	

	２．人材活用事業
	①＝②＋③＋④
	②

	③

	④

	

	３．施設整備事業


	①＝②＋③＋④
	②

	③

	④

	


注１　取組内容は、「１．事業実施内容」と整合を図ることとする。

注２　「他の補助金等」又は「自己資金」がある場合は、備考欄に資金の性格（相手方、資金の受入時期等）を必ず記載することとする。

３．施設整備計画

	（１）事業内容及び事業量

※　具体的な整備内容及び事業量を記載すること。併せて積算資料を添付すること。

※　売買契約等所有権が確実に移転することを甲乙承認している書類（任意様式）を添付すること。

　また、賃貸借契約で事業を実施する場合にあっては、その契約の写しを添付すること。
（２）事業費及び資金計画

施設名
事業費（千円）Ａ
国費（千円）Ｂ
交付金以外の財源

Ｃ＝Ａ－Ｂ（千円）

・Ｃ欄の資金計画

※　出資、融資、自己資金等の資金計画を明らかにすること。

（３）収支計画

（単位：千円）

年度
収入Ａ
支出Ｂ
Ｃ＝Ａ－Ｂ
項目
※　項目欄には、収入の基礎となるデータ（来客数、販売数、客単価等）及び支出の基礎となるデータ（仕入れ数、雇用者数、仕入れ単価等）を記載すること。

※　改修施設についてのみ収支計画を記載すること。

※　「４．収支見通し」と整合性をとること。



	（４）償還計画
想定金利：　　％

年度
期首残高
借入又は償還の額

期末残高

融資条件

平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円
平成●年度

千円
千円
千円



４．収支見通し
振興推進計画の項番２に記載する構成員のメンバーを記載すること。

農泊実施の中心的な役割を担う法人又は当該法人になることが見込まれる団体が分かるようにアンダーラインで示すこと。
・
・
・
・
（単位：千円）
	
	平成
29年度
	平成
30年度
	平成
31年度
	平成
32年度
	備考

	宿泊
宿泊者数
宿泊単価
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	施設整備Ｈ●年完了

	
	
	
	
	
	

	飲食
　来店者数
　飲食単価
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	体験プログラム販売

プログラム参加者

単価
	
	
	
	
	体験プログラム名を記載（収支は体験プログラムごとに作成する）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	直売所等の収益を記載

	売上
	
	
	
	
	

	　人件費

　・宿泊費分

　・体験費分
	
	
	
	
	○○○○千円/人/年（※平均単価）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	　販管費等

　・宿泊費分

　・体験費分
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	　補助金自己負担分
	
	
	
	
	

	経費
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	平成32年度までに黒字化を達成すること


【体験メニューの具体的内容】
　実施する体験メニューの詳細な内容、及び実施事業者について記載すること。

（例）

・　○○体験（実施主体　○○○振興公社）

　○○○振興公社及び地元農家の方々にガイド及び受入先として協力していただき、果樹園での収穫、地元農家や地元の方々との交流を楽しんでいただく。
別紙様式第４号
番　　　　　号

年　　月　　日
事業実施主体名

代表者名　　　　　殿
市町村名　　　　　　　　　　
市町村長名　　　　　　　　印
農山漁村振興交付金（農泊推進対策）に係る市町村認定について
農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局通知）第５の１の（１）のウの（イ）の規定に基づき、（事業実施主体名）が計画する農泊推進対策について、適切な事業実施計画であると認められる旨認定する。
別紙様式第５号
番　　　　　号

年　　月　　日
事業実施主体名

代表者名　　　　　殿
市町村名　　　　　　　　　　
市町村長名　　　　　　　　印
農泊推進対策のうち施設整備事業に係る市町村認定について
農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局通知）第５の１の（１）のウの（エ）の規定に基づき、（事業実施主体名）が計画する施設整備事業について、以下の要件を満たしていると認められる旨認定する。
□　現在使用されていない家屋、廃校舎、その他本来の用途に供していない施設等遊休施設を有効活用するものであること。

□　地域で取り組む農泊の推進に資する滞在体験施設、交流施設等の用途に供する改修であること。

□　地域に所在する既存の施設との調和を図り、また当該施設と連携して地域で取り組む農泊を推進するような一体的な事業実施計画であること。

□　自然環境や地域の景観に配慮したものであること。

□　文化、歴史等の地域の特性及び魅力を活かしたものであること。
注）確認を行った各項目について、その根拠となった資料を添付すること。

別紙様式第６号

年度別事業実施計画
	事業名
	事業実施期間
	目標年度
	事業実施主体
	事業実施内容
	交付額等（円）

	１．農泊推進事業
２．人材活用事業
３．施設整備事業

	　
	　
	　
	平成○年度（実績）
平成○年度（計画）
　
　
	　
（事業実績額）
　
（交付実績額）
（事業予定額）
（交付予定額）
　


別紙様式第７号








番　　　　　号







年　　月　　日
  事業承認者
　　殿






　　  事業実施主体名 

　







代表者名


印

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の年度別事業実施計画の提出について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（１）のオの規定に基づき、関係書類を添えて提出します。
別紙様式第８号





       

番　　　　　号







年　　月　　日

  農村振興局長　　殿









            事業承認者


平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（の変更）の報告について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（１）のカの規定に基づき、関係書類を添えて報告します。

別紙様式第９号







番　　　　　号







年　　月　　日

  農村振興局長　　殿









        事業承認者　

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の年度別事業実施計画の報告について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（１）のカの規定に基づき、関係書類を添えて報告します。
別紙様式第10号










　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
年　　月　　日

  事業承認者　　殿





事業実施主体名 　　　　　　






代表者名


印


平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画の承認（変更）申請について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（３）のアの規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

別紙様式第11号

平成30年度

農山漁村振興推進計画
（広域ネットワーク推進事業）

（都道府県単位における取組、全国単位における取組）
地域・事業実施主体等の概要
	・地域の概要



取り組みのポイント（10行以内）

	


１．事業実施主体
	事業実施主体名
	

	代表者氏名
	

	住所及び連絡先
	

	事務局（団体名）
	

	事務局所在地及び連絡先
	


２．現状・課題

	


３．課題に対する対応
	


４．目標

	


別紙様式第12号
事業実施計画
（広域ネットワーク推進事業）

（都道府県単位における取組、全国単位における取組）
１．事業実施内容

	


２．事業計画とその経費の内訳（※　積算資料を添付して下さい。）

取組内容と主な経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	取組内容
	総事業費
	本交付金
	他の補助金等
	自己資金
	備考

	
	①＝②＋③＋④


	②

	③

	④

	


別紙様式第13号







番　　　　　号







年　　月　　日

  農村振興局長　　殿








　　　　　　事業承認者
平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（の変更）の報告について

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の１の（３）のウの規定に基づき、関係書類を添えて報告します。
別紙様式第14号 

番　　　　　号
年　　月　　日
事業承認者　　殿
事業実施主体名　　　　　
代表者名　　　　　　　印
　平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の交付決定前着手（着工）届
農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第５の４の規定に基づき、別記条件を了承の上、下記のとおり交付決定前に実施したいので、届け出ます。
１　事業名
２　事業費
３　事業実施主体
４　着手予定年月日
５　完了予定年月日
６　交付決定前に実施する必要の理由
別記条件
１　交付金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする。
２　交付金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議ないこと。
別紙様式第15号







番　　　　　号







年　　月　　日
  事業承認者　　殿





　　　　　　　　事業実施主体名　　　　　　 







代表者名


印

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）に係る工事の着手届

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第８の３の（１）の規定に基づき、届け出ます。









記
	　施設等名
	　

	　事業内容
　（事業量、規模等）
	　
　
　

	　事業費（円）
	　
　

	　着手予定場所
	　
　

	　着手予定年月日
	　
　

	　完了予定年月日
	　
　

	　施行方法
	　
　

	　工事監理者
	　
　


（注）　 工程表を添付してください。
別紙様式第16号






番　　　　　号







年　　月　　日
  事業承認者　　殿







　　　 事業実施主体名


  





  代表者名


印

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）に係る工事の完了届

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第８の３の（２）の規定に基づき、届け出ます。











記

	　施設等名
	　

	　事業内容
（事業量、規模等）
	　

	　事業費（円）
	　

	　着手場所
	　

	　着手年月日
	　

	　完了年月日
	　

	　関係法令検査年月日
	　

	
	○○法
	　

	
	
	　

	
	
	　

	　竣工検査年月日　
	　

	　引き渡し年月日
	　

	　施行方法
	　

	　請負業者名
	　

	　工事監理者名
	　


別紙様式第17号







番　　　　　号 







年　　月　　日 

  事業承認者　　殿







　　 事業実施主体名

  








代表者名


印 

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）に係る工事施工中の災害報告について

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第11の５の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。

　 １　災害の種類

 　２　被災年月日

 　３　被災時の工事進捗度

 　４　被災の程度

 　５　復旧見込額（手戻り工事の場合は損害額）
 　６　防災措置及び復旧措置

別紙様式第18号







番　　　　　号







年　　月　　日

  事業承認者　　殿





　　　事業実施主体名
  　　









 代表者名


印 

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）により取得又は効用の増加した施設の災害報告について

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第11の５の（３）の規定に基づき、関係書類を添えて提出します。
１　被災施設等の概要
（１）施設等の所在地
（２）施設等の構造、規格、規模等
（３）事業費

ア　交付金

イ　その他の負担金等
（４）取得年月日
２　災害の概要
（１）災害の原因
（２）被災の程度
３　被害見積価格（復旧可能なものにあっては、復旧見込額）
４　その他（災害復旧計画及び資金計画）
　　［添付書類］


１　振興推進計画及び事業実施計画


２　財産管理台帳の写し


３　管理規程


４　その他 
別紙様式第19号







番　　　　　号







年　　月　　日

  事業承認者　　殿







事業実施主体名　　　　　　 







代表者名


印


平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の事業実施評価の報告について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第14の１の（１）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。

別紙様式第20号

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）事業実施評価書

１．事業名

２．事業実施主体名
３．事業概要

・事業目的

 ・事業費・交付額（単位:円）事業費　0円　交付額　0円（注）事業内容全ての合計額を記載
 （農泊推進事業)
 　事業費  0円　交付額　0円（注）該当しない場合は、行を削除

　  （人材活用事業) 　　　　事業費　0円　交付額　0円（注）該当しない場合は、行を削除

　  （施設整備事業) 　　　　事業費  0円　交付額　0円（注）該当しない場合は、行を削除
・事業実施期間　　
　 平成　年　月　日　～　平成　年　月　日

４．実績評価


（１）目標の達成状況等の総合的評価
（２）取組状況

（３）事業実績
（４）実施体制

（５）その他の事項
５．事業実施結果

 ・目標達成状況
(１)農泊推進事業
	目標
	目標値
	実績値
	達成率

	・売上額（万円）
	0万円
	0万円
	　

	・宿泊者数（人）
	0人
	0人
	　

	評価指標
	目標値
	実績値
	達成率

	・○○
	
	
	


(２)施設整備事業（目標年度のみ記載）
	目標
	目標値
	実績値
	達成率

	・売上額（万円）
	0万円
	0万円
	　

	・宿泊者数（人）
	0人
	0人
	　

	評価指標
	目標値
	実績値
	達成率

	・○○
	
	
	


６．地区の将来像に向けた取組の進捗状況

（１）農泊についての地域の合意形成
（２）農泊実施組織

（３）農山漁村の魅力向上及びマーケティングの取組
・所見
別紙様式第21号







番　　　　　号







年　　月　　日

  農村振興局長　　殿

事業承認者   　 

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の事業実施評価の報告について

 　農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第14の１の（２）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。


別紙様式第22号







番　　　　　号







年　　月　　日
  事業承認者
　　殿






第三者機関名　　 　　　　　　　　
（農泊推進対策）                





代表者名



印


平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の事業実施評価に関する意見の報告について

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第14の１の（３）の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。
別紙様式第23号







番　　　　　号







年　　月　　日

  事業承認者　　殿

事業実施主体名　　　　　　　　






代表者名


印 

平成●年度農山漁村振興交付金（農泊推進対策）の完了報告書

農山漁村振興交付金（農泊推進対策）実施要領（平成30年３月28日付け29農振第2292号農林水産省農村振興局長通知）第15の１の規定に基づき、報告します。

事業実施概要
	事業名
	事業実施期間
	事業実施内容
	交付額
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